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(証券コード5464) 
平成28年６月10日 

株 主 各 位 
 

本 店 大 阪 府 河 内 長 野 市 楠 町 東 16 1 5番 地
本社事務所 大阪府大阪市中央区西心斎橋２丁目２番３号

 

モ リ 工 業 株 式 会 社
 

代表取締役社長 森  宏 明
 

第74期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 本年４月の平成28年熊本地震により、被災されました皆さまに心よりお見舞い申しあげ

ます。 

 さて、当社第74期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙

に賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜日）午後５時までに到着するようご送

付いただきたくお願い申しあげます。 

敬 具 

記 
 

1. 日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時 

2. 場 所 大阪府河内長野市楠町東1615番地 

当社本店４階小ホール 

（末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照ください｡) 

3. 目 的 事 項 

 報 告 事 項 1. 第74期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件 

   2. 第74期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算

書類の内容報告の件 

 決 議 事 項  

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第２号議案 株式併合の件 

 第３号議案 定款一部変更の件 
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 第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件 

 第５号議案 監査等委員である取締役３名選任の件 

 第６号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件 

 第７号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件 

 第８号議案

第９号議案

監査等委員である取締役の報酬額設定の件 

役員賞与の支給の件 

 第10号議案 退任取締役森明信氏に対し特別功労金並びに退任取締役及び退任

監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

  

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 ◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申しあげます。 
 ◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計

算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.mory.co.jp/）に掲載しておりま
すので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、本招集ご通知の添
付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査役が会
計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部で
あります。 

 ◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.mory.co.jp/）に掲載させていた
だきます。 
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(添 付 書 類) 
 

第74期 事 業 報 告 
(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融対策

の継続により、企業収益や雇用情勢の改善等の動きがみられましたが、中国や新興国

の景気減速・原油をはじめとした資源価格の下落などから、先行きについては不透明

な状況で推移いたしました。 

当社グループの属しておりますステンレス業界は、主原料であるニッケルの市況価

格が低迷を続け、また在庫も高水準が続きました。このため買い控えなどの影響もあ

り荷動きは低調なままで推移いたしました。 

このような状況下におきまして、当社グループの当連結会計年度における売上高は

394億54百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりました。収益面におきましては、

数量減による工場稼働率の低下、原材料価格の低下による在庫などの評価損、円高に

よる為替差損等により営業利益は22億61百万円（前連結会計年度比30.5％減）、経常

利益は22億38百万円（前連結会計年度比36.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利

益は17億73百万円（前連結会計年度比23.5％減）となりました。 

 

部門別の状況 

ステンレス管部門は、自動車用は軽自動車向けが不振でしたが、装飾用・配管用が

健闘しました。また稼働後２年を経過したPT.MORY INDUSTRIES INDONESIAは、売上高

８億32百万円と前会計年度比約３倍の増収となりました。その結果、売上高は198億

94百万円（前連結会計年度比5.6％増）となりました。 

 

ステンレス条鋼部門は、公共事業などの減少により売上高は107億63百万円（前連

結会計年度比5.1％減）となりました。 

 

ステンレス加工品部門は、売上高は21億11百万円（前連結会計年度比2.4％減）と

なり、家庭用金物製品の減少を他の製品でカバーできませんでした。 

 

鋼管部門は、好調であった建設仮設材用に陰りが見えたため、売上高は44億36百万

円（前連結会計年度比11.8％減）となりました。 

 

その他部門は、パイプ切断機は増収でしたが、平成27年10月１日付で通信販売事業

を外部へ譲渡したため、売上高は22億47百万円（前連結会計年度比23.7％減）となり

ました。 
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部門別売上高 
 

部     門 金     額 構  成  比 前連結会計年度増減率

ステンレス管(国内) 19,061
百万円

48.3
％ 

2.8
％

ステンレス管(海外) 832 2.1
 

186.1

ス テ ン レ ス 条 鋼 10,763 27.3
 

△   5.1

ステンレス加工品 2,111 5.4
 

△   2.4

鋼 管 4,436 11.2
 

△  11.8

そ の 他 2,247 5.7
 

△  23.7

合     計 39,454 100.0
 

△   2.1
 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 (2) 設備投資等の状況 

当連結会計年度の設備投資の額は、６億４百万円であります。主なものといたしま

しては、ステンレス管製造設備の新設及び改修であります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

当連結会計年度中は、特記すべき資金調達は行っておりません。 

 

 (4) 対処すべき課題 

当社グループの属しておりますステンレス業界は、主原料であるニッケルの市況価

格の下落により、製品価格値下がりの期待から店売り市場では買い控え現象が起きて

いるものと思われます。しかしながらここへきて、資源価格の下げ止まりがみられ、

普通鋼の材料価格は値戻しの動きもでてきております。このような状況を勘案すれば、

上半期は厳しい状況が続くと思われますが、下半期になれば市況が好転するものと予

想されます。当社グループといたしましても業績の確保に努めていきたいと存じます。 
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 (5) 財産及び損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

期別
 
 

区分 

第 71 期 第 72 期 第 73 期 
第 74 期 

(当連結会計年度)
平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで

平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで 

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

売 上 高(百万円) 37,508 39,184 40,316 39,454 

経常利益(百万円) 2,346 3,445 3,499 2,238 

親会社株主に帰属する

当期純利益(百万円) 
855 2,340 2,317 1,773 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

20円47銭 56円51銭 55円98銭 42円90銭 

総 資 産(百万円) 42,350 44,423 47,034 44,319 

純 資 産(百万円) 25,428 27,968 30,694 31,240 

１ 株 当 た り 
純 資 産 

613円82銭 672円18銭 738円32銭 763円25銭 
 
(注) 1. 記載金額はそれぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。また、１株当た

り純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び

期末発行済株式総数については、自己株式数控除後の株式数を用いております。 

 

  ② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

期別
 
 

区分 

第 71 期 第 72 期 第 73 期 第74期(当期) 

平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで

平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで 

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

売 上 高(百万円) 37,171 38,804 39,716 38,309 

経常利益(百万円) 2,132 3,436 3,775 2,258 

当期純利益(百万円) 858 2,348 2,545 1,721 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

20円54銭 56円69銭 61円48銭 41円64銭 

総 資 産(百万円) 40,374 42,252 44,823 42,273 

純 資 産(百万円) 24,542 26,712 29,131 29,888 

１ 株 当 た り 
純 資 産 

592円43銭 645円13銭 703円72銭 732円69銭 
 
(注) 1. 記載金額はそれぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。また、１株当た

り純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び

期末発行済株式総数については、自己株式数控除後の株式数を用いております。 
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 (6) 重要な親会社及び子会社の状況（平成28年３月31日現在） 

  ① 親会社との関係 

該当する事項はありません。 

 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容 
 百万円 ％

モ リ 金 属 株 式 会 社 340 100.0 ステンレス管及びその加工品の製造 
    

関東モリ工業株式会社 340 100.0 ステンレス管及びその加工品の製造 
    

 
(注) 1. 当社の連結子会社は上記２社を含め６社であります。当連結会計年度の売上高は394億54百万円

（前連結会計年度比2.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は17億73百万円（前連結会計年度

比23.5％減）であります。 

2. 関東モリ工業株式会社は、当社が100％出資しておりますモリ金属株式会社の100％出資子会社であ

り、関東モリ工業株式会社に対する当社の出資比率は全て間接所有となっております。 

 

  ③ 特定完全子会社の状況 

該当する事項はありません。 

 

 (7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在） 

当社グループはステンレス管、ステンレス条鋼、ステンレス加工品、鋼管、機械の

製造・販売を主な事業としております。 
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 (8) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在） 
 

会  社  名 名  称 所  在  地 

 本 店 大阪府河内長野市 

 本 社 事 務 所 大阪市中央区 

 東 京 支 店 東京都中央区 

 名 古 屋 支 店 愛知県刈谷市 

 埼 玉 営 業 所 埼玉県狭山市 

モ リ 工 業 株 式 会 社 新 潟 営 業 所 新潟県三条市 

 岡 山 営 業 所 岡山県倉敷市 

 広 島 営 業 所 広島市東区 

 福 岡 営 業 所 福岡県糟屋郡 

 河 内 長 野 工 場 大阪府河内長野市 

 美 原 工 場 大阪府堺市美原区 

モ リ 金 属 株 式 会 社 本 店 大阪府河内長野市 

関 東 モ リ 工 業 株 式 会 社 
本 店 埼玉県狭山市 

茨 城 工 場 茨城県常総市 

PT.MORY INDUSTRIES INDONESIA 本 店 インドネシア共和国 

(注) 平成28年４月１日付にて、広島営業所と岡山営業所を統合し、中四国営業所を開設しております。 

 

 (9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在） 

  ① 企業集団の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
名 名

606 5 
  
 
(注) 従業員数には臨時従業員を含んでおりません。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 
名 名 歳 年

436 17 41.9 20.7 
    
 
(注) 従業員数は就業人員であり、他社への出向者及び臨時従業員を含んでおりません。 

 

 (10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在） 
 

借   入   先 借   入   額 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,500 百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 750

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250

株 式 会 社 京 都 銀 行 200

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 65  
  
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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2. 会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在） 

 (1) 発行可能株式総数 127,662,000株 

 (2) 発行済株式の総数 40,792,288株（自己株式615,116株を除く｡） 

 (3) 株主数 3,334名

 (4) 大株主 
 

株    主    名 持 株 数 持 株 比 率 

森  明 信 2,209 千株 5.42 ％

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 2,200 5.39 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,955 4.79 

BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN SMALLER
CAPITALIZATION FUND 620065  

1,774 4.35 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,677 4.11 

株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 1,300 3.19 

公 益 財 団 法 人 森 教 育 振 興 会 1,235 3.03 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,089 2.67 

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 1,008 2.47 

岩 谷 産 業 株 式 会 社 798 1.96 
 
(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 
     2. 持株比率は自己株式（615,116株）を控除して計算しております。 

 

 (5) 自己株式の取得 
 

  ・単元未満株式の買取りによる自己株式の取得 
    普通株式        4,385株 
    取得価額の総額   1,552,625円 
  ・会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得 
    普通株式       600,000株 
    取得価額の総額  187,852,000円 
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3. 会社役員に関する事項 
 (1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在） 

地    位 氏    名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 森  宏 明  
専 務 取 締 役 濵 﨑 貞 信 社長補佐・管理部門担当 
常 務 取 締 役 松 本 秀 彦 技術・製造部門担当 
常 務 取 締 役 浅 野 弘 明 営業部門担当 

  株式会社ニットク 代表取締役社長 
取 締 役 森  信 司 関東モリ工業株式会社 代表取締役社長 

  株式会社シルベスト 代表取締役社長 
取 締 役 中 西 正 人 総務部長・人事部長 
取 締 役 桝 田 克 彦 ステンレス営業部長 

  中部・近畿地区営業・海外担当 
取 締 役 森  明 信 相談役 

   公益財団法人森教育振興会 理事長 
取 締 役 森 島 憲 治 もりしま税理士事務所 所長 

  有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締役社長 
常 勤 監 査 役 辻 清  
監 査 役 小 池 裕 樹 さくら法律事務所 代表弁護士 

  シード平和株式会社 社外監査役 
  ミートフーズサービス株式会社 監査役 

監 査 役 林  修 一 林公認会計士事務所 代表 
  株式会社トータル・プランニング・サービス 代表取締役社長 
  株式会社大阪第一食糧 社外取締役 
  大阪地下街株式会社 社外監査役 
  ハンズコンサルティング株式会社 代表取締役社長 
  株 式 会 社 み ど り ト ー タ ル ・ ヘ ル ス 研 究 所  監 査 役 

監 査 役 岩 崎 泰 史 岩崎泰史公認会計士事務所 代表 
 
(注) 1. 取締役 森島憲治氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出てお

ります。 

2. 監査役 小池裕樹氏、監査役 林修一氏及び監査役 岩崎泰史氏は、社外監査役であり、東京証

券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

3. 監査役 小池裕樹氏が所属しているさくら法律事務所と当社は法律顧問契約を結んでおります。 

4. 監査役 林修一氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。 

5. 監査役 岩崎泰史氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。 

6. 平成27年６月26日開催の第73期定時株主総会において、森島憲治氏は新たに取締役に選任され就

任いたしました。 

7. 平成27年６月26日開催の第73期定時株主総会において、岩崎泰史氏は新たに監査役に選任され就

任いたしました。 

8. 平成27年６月26日開催の第73期定時株主総会終結の時をもって、森島憲治氏は任期満了により監

査役を退任いたしました。 

9. 平成27年４月１日付にて、取締役 森信司氏はモリ金属株式会社 代表取締役社長を退任してお

ります。 
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 (2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 
 

区     分 対 象 人 員 報  酬  額 

取  締  役 

（うち社外取締役） 

9 

( 1)

名 272 

( 3) 

百万円

監  査  役 

（うち社外監査役） 

5 

( 4)
 

26 

(11) 
 

計 14  298  

(注) 1. 上記報酬等の総額には、第74期定時株主総会において決議予定の役員賞与金37百万円及び当事業

年度において計上した役員退職慰労引当金76百万円（取締役９名に対し73百万円、監査役５名に対

し２百万円（うち社外監査役に対し１百万円））を含んでおります。 

     2. 上記の対象人員には、平成27年６月26日開催の第73期定時株主総会終結の時をもって退任した監

査役１名を含んでおります。 

   3. 上記報酬等の総額のほか平成27年６月26日開催の第73期定時株主総会の決議に基づき、役員退職

慰労金を退任監査役１名に対し４百万円支給しております。なお、この金額には過年度の事業報告

において開示した役員退職慰労引当金４百万円が含まれております。 

 

 

 (3) 社外役員に関する事項 
  ① 重要な兼職先と当社との関係 

 
区 分 氏 名 兼  職  状  況 

取 締 役 森 島 憲 治 
もりしま税理士事務所 所長 

有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締役社長 

監 査 役 小 池 裕 樹 

さくら法律事務所 代表弁護士 

シード平和株式会社 社外監査役 

ミートフーズサービス株式会社 監査役 

監 査 役 林  修 一 

林公認会計士事務所 代表 

株式会社トータル・プランニング・サービス 代表取締役社長

株式会社大阪第一食糧 社外取締役 

大阪地下街株式会社 社外監査役 

ハンズコンサルティング株式会社 代表取締役社長 

株式会社みどりトータル・ヘルス研究所 監査役 

監 査 役 岩 崎 泰 史 岩崎泰史公認会計士事務所 代表 
 

(注) 1.  取締役 森島憲治氏、監査役 林修一氏及び監査役 岩崎泰史氏が兼職している他の法人等と当

社の間には重要な取引その他の関係はありません。 

     2.  監査役 小池裕樹氏が所属しているさくら法律事務所と当社は法律顧問契約を結んでおります。

また、小池裕樹氏はシード平和株式会社の社外監査役及びミートフーズサービス株式会社の監査役

を兼職しておりますが、当社と同社の間には重要な取引その他の関係はありません。 
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 ② 当事業年度における主な活動状況 
 

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

取  締  役 森 島 憲 治 

平成27年６月26日に監査役を退任するまでに開催の取締

役会２回全てに出席し、また監査役会４回全てに出席

し、平成27年６月26日の取締役就任以降に開催の取締役

会６回のうち５回に出席し、主に税理士としての専門的

見地からの発言を行っております。 

監  査  役 小 池 裕 樹 

当事業年度開催の取締役会８回全てに出席し、また当事

業年度開催の監査役会17回全てに出席し、主に弁護士と

しての専門的見地からの発言を行っております。 

監  査  役 林  修 一 

当事業年度開催の取締役会８回全てに出席し、また当事

業年度開催の監査役会17回全てに出席し、主に公認会計

士及び税理士としての専門的見地からの発言を行ってお

ります。 

監  査  役 岩 崎 泰 史 

平成27年６月26日就任以降に開催の取締役会６回全てに

出席し、また監査役会13回全てに出席し、主に公認会計

士及び税理士としての専門的見地からの発言を行ってお

ります。 

 

 ③ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、取締役 森島憲治氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は法令の定める 低

責任限度額であります。 

 

4. 会計監査人に関する事項 

 (1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

区             分 報 酬 額 

①当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 31
百万円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31
 
(注) 1. 監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人からの資料の入手や報告の聴取を通じ

て、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根

拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第１項の同意を行っ

ております。 

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれら

の合計額を記載しております。 
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 (3) 非監査業務の内容 

該当する事項はありません。 

 

 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し又は職務を怠り、もしくは会計監

査人としてふさわしくない非行があるなど、会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合には、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会に

おきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。 

また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場

合又は監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される

場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決

定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。 
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5. 業務の適正を確保するための体制 

 (1) 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制 

① 当社グループは社員ハンドブック及びコンプライアンス規程の順守をすべての取締役及

び使用人に対し周知徹底を図る。 

② 取締役数名で構成する承認機関としてのコンプライアンス委員会と、施策の実施・推進

を行うコンプライアンス統括部を設置し、必要に応じて取締役会に報告し、コンプライア

ンス体制の確立を図る。 

③ 法令違反行為等の早期発見と是正のために内部通報制度をより有効に機能させる。 

④ 監査室による監査を充実させ、内部統制システムの有効性を確保する。 

 

 (2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

法令及び社内規程に基づき総務部（一部は経理部）が情報の適正な保存及び管理を行い、

取締役及び監査役は、これらの情報を必要なときに閲覧できる。 

 

 (3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 管理部にてリスク管理を行い、管理担当取締役が必要に応じて取締役会に報告する。ま

た、リスクをカテゴリー別に重要性の検証を行い、重要性の高いものについては個々に定

めている規程を全社的なリスク管理規程として集大成し、重要性の低いものについては、

個々の担当部門で規程の見直しを行う。 

② 不測の事態が生じた場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し危機管理

にあたり、損害の拡大を防止し、損害を 小限に止める体制を整える。 

 

 (4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 定例の取締役会において取締役会規則に基づき、経営の基本方針、経営計画書、その他

経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督するものとする。また、必要な場合

には取締役会を臨時に開催する。 

② 常勤役員が出席して開催する経営会議を月に１回行い、機動的な意思決定、業務執行を

行う。 

 

 (5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

① 子会社の代表者は、当社取締役が兼務するか又は使用人を代表者とした場合はその担当

取締役を定め、当社取締役の経営判断が的確に伝わるとともに当社取締役会に子会社の状

況が報告されるようにする。 

② 子会社の業務執行における判断基準となるべき指針は、当社の関係する業務執行部門又

は業務担当部門が作成又は承認し、担当取締役に報告する。 

③ 監査室による内部監査の実施により、子会社の内部統制の有効性、適切性を確保する。 
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 (6) 監査役の業務を補助すべき使用人に関する事項 

① 監査役が監査業務を補助すべき使用人を求めた場合には、監査室に所属する使用人に、

監査役の職務の補助業務を担当させる。 

② 監査役の職務の補助業務を行う使用人の人事的処遇に関しては、監査役会の同意がなけ

れば処遇できないものとする。 

③ 監査役の職務の補助業務を行う使用人は、当社の就業規則に従うが、当該使用人の指揮

命令権は各監査役に属するものとする。 

 

 (7) 当社グループの取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制 

① 当社グループの取締役及び使用人は、当社グループに損害を及ぼす恐れのある事実その

他事業運営上の重要事項を適時、適切な方法により監査役に報告するものとする。 

② 当社の監査室は、監査の結果を適時、適切な方法で監査役に報告するものとする。 

③ コンプライアンス規程に基づき、監査役への報告を理由に当該報告者に不利益を及ぼさ

ない体制を整備する。 

 

 (8) その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

① 監査役が、取締役会の他、重要な会議に出席する等、代表取締役及び取締役と定期的に

意見交換を行う機会を確保する。 

② 監査役は、会計監査人である監査法人と監査業務について緊密な情報交換を行うなど連

携を図る。 

 

 (9) 反社会的勢力を排除するための体制 

当社グループは反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、警察等の外部専門機

関と緊密に連携し、グループ全社を挙げて毅然とした態度で対応する。 
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況 

 (1) 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制 

コンプライアンス委員会を１回開催し、法令及び社内規程の順守状況を審議し、必要に

応じてコンプライアンス体制の見直しを行いました。 

 

 (2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

総務部（一部は経理部）にて社内規程に基づき適正に保存管理を行っています。 

 

 (3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスクをカテゴリー別に重要性の検証を行いました。 

 

 (4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会を年８回開催し業務執行状況を監督いたしました。また、経営会議を年12回開

催し業務執行を行いました。 

 

 (5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

子会社の業務報告会を年12回開催いたしました。また監査室による子会社の内部監査を

実施いたしました。 

 

 (6) 監査役の業務を補助すべき使用人に関する事項 

該当事項はありませんでした。 

 

 (7) 当社グループの取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制 

監査室は、監査役と毎月情報交換を行っています。 

 

 (8) その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

取締役会への出席の他、代表取締役及び管理担当取締役と年６回会合を開催いたしまし

た。また、監査役は会計監査人と年４回会合を開催し情報交換を行いました。 

 

 (9) 反社会的勢力を排除するための体制 

総務部及び管理部にて警察等の外部専門機関と連携して情報の収集を行っています。 
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連 結 貸 借 対 照 表

 
 (平成28年３月31日現在) (単位：百万円)
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

電 子 記 録 債 権 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

退職給付に係る資産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

24,769 

1,551 

12,504 

988 

9,217 

184 

339 

△     14 

19,550 

15,530 

3,602 

3,732 

184 

7,860 

1 

147 

23 

23 

3,996 

2,854 

4 

484 

663 

△     10 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

電 子 記 録 債 務 

短 期 借 入 金 

１年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

役員退職慰労引当金 

環 境 対 策 引 当 金 

退職給付に係る負債 

そ の 他 

10,697 

4,907 

2,270 

700 

869 

1 

89 

332 

37 

1,488 

2,382 

1,250 

190 

451 

38 

208 

242 

負 債 合 計 13,079 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

退職給付に係る調整累計額 

非支配株主持分 

29,897 

7,360 

7,705 

15,025 

△    193 

1,237 

593 

520 

123 

105 

純 資 産 合 計 31,240 

資 産 合 計 44,319 負 債 純 資 産 合 計 44,319 
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連 結 損 益 計 算 書

 
 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

(単位：百万円)
 

科          目 金          額 

売 上 高  39,454 

売 上 原 価  31,790 

売 上 総 利 益  7,663 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,401 

営 業 利 益  2,261 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 4  

受 取 配 当 金 44  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 77  

そ の 他 46 172 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 30  

売 上 割 引 26  

為 替 差 損 118  

そ の 他 18 194 

経 常 利 益  2,238 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 68  

厚生年金基金解散損失戻入益 355 424 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 30  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 35  

設 備 移 設 費 用 100  

厚 生 年 金 基 金 解 散 損 失 16  

過 年 度 退 職 給 付 費 用 14  

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 16 212 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,451 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 509  

法 人 税 等 調 整 額 186 695 

当 期 純 利 益  1,755 

非支配株主に帰属する当期純損失(△)  △     17 

親会社株主に帰属する当期純利益  1,773 
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連結株主資本等変動計算書

 
 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで) (単位：百万円)
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 7,360 7,705 13,665 △      4 28,727

当期変動額  

剰余金の配当 △    413  △    413

親会社株主に帰属す
る当期純利益 

1,773  1,773

自己株式の取得 △    189 △    189

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額）

 

当期変動額合計 ― ― 1,359 △    189 1,170

当期末残高 7,360 7,705 15,025 △    193 29,897

  

 

 その他の包括利益累計額 
非 支 配 
株主持分 

純資産合計その他有価証 
券評価差額金 

為替換算調整
勘    定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包
括 利 益 累 計
額  合  計

当期首残高 955 682 199 1,836 129 30,694

当期変動額   

剰余金の配当   △   413

親会社株主に帰属す
る当期純利益 

  1,773

自己株式の取得   △   189

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額）

△   361 △   161 △    76 △   599 △    24 △   624

当期変動額合計 △   361 △   161 △    76 △   599 △    24 545

当期末残高 593 520 123 1,237 105 31,240
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貸 借 対 照 表

 
 (平成28年３月31日現在) (単位：百万円)
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
電 子 記 録 債 権 
売 掛 金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
１年内回収予定の関係会社長期貸付金 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 
そ の 他 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
関係会社長期貸付金 
破 産 更 生 債 権 等 
長 期 前 払 費 用 
前 払 年 金 費 用 
保 険 積 立 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

23,685 
1,004 
3,950 

988 
8,689 

99 
7,404 

38 
160 

1,060 
517 

9 
△    236 

18,588 
11,153 
1,970 

249 
2,655 

2 
128 

6,002 
1 

142 
17 
17 

7,417 
2,190 
1,465 

0 
4 

2,903 
2 
0 

269 
498 
92 

△     10 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
電 子 記 録 債 務 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
設備関係支払手形 
未 払 消 費 税 等 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
環 境 対 策 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

10,251 
2,501 
2,270 
2,437 

500 
869 

1 
219 
754 
67 
2 

29 
282 
37 
46 
124 
106 

2,133 
1,250 

40 
168 
451 
36 
128 
58 

負 債 合 計 12,384 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
自 己 株 式 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

29,294 
7,360 
7,705 
7,705 
14,422 

901 
13,520 
13,520 

△    193 
593 
593 

純 資 産 合 計 29,888 

資 産 合 計 42,273 負 債 純 資 産 合 計 42,273 
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損 益 計 算 書

 
 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

(単位：百万円)
 

科          目 金          額 

売 上 高  38,309 

売 上 原 価  31,443 

売 上 総 利 益  6,866 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,765 

営 業 利 益  2,101 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 60  

受 取 配 当 金 144  

受 取 賃 貸 料 147  

そ の 他 40 393 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 28  

売 上 割 引 25  

減 価 償 却 費 37  

不 動 産 賃 貸 費 用 14  

為 替 差 損 118  

そ の 他 11 236 

経 常 利 益  2,258 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 68  

厚生年金基金解散損失戻入益 321 390 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 30  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 35  

設 備 移 設 費 用 100  

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 15  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 63 243 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,404 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 488  

法 人 税 等 調 整 額 195 683 

当 期 純 利 益  1,721 
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株主資本等変動計算書

 
 (平成27年４月１日から平成28年３月31日まで) (単位：百万円)
 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
繰越利益剰余金 

当期首残高 7,360 7,705 7,705 901 12,213 13,114

当期変動額   

剰余金の配当  △   413 △   413

当期純利益  1,721 1,721

自己株式の取得   

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額）

  

当期変動額合計 ― ― ― ― 1,307 1,307

当期末残高 7,360 7,705 7,705 901 13,520 14,422

 
 

 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本
合  計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △     4 28,176 955 955 29,131 

当期変動額   

剰余金の配当  △   413 △   413 

当期純利益  1,721 1,721 

自己株式の取得 △   189 △   189 △   189 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額）

 △   361 △   361 △   361 

当期変動額合計 △   189 1,118 △   361 △   361 756 

当期末残高 △   193 29,294 593 593 29,888 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成28年５月26日 
モ リ 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御 中 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 坂  井  俊  介 ㊞

 
    

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、モリ工業株式会社の平成２７年
４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成28年５月26日 
 

モ リ 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御 中 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 坂  井  俊  介  ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、モリ工業株式会社の平成 
２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第７４期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 
 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

監  査  報  告  書 
 
 

 当監査役会は、平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの第 74 期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

  一 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。 

  二 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

三 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に

ついて検討いたしました。 
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２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。  

（３）連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 

 

平成 28 年５月 30 日 

 

 

 
モリ工業株式会社 監査役会 

 
常勤監査役 辻     清 ㊞

社外監査役 小 池 裕 樹 ㊞

社外監査役 林   修 一 ㊞

社外監査役 岩 崎 泰 史 ㊞
  

    
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
第１号議案 剰余金の処分の件 
期末配当に関する事項 

当事業年度の期末配当につきましては、今後の事業展開及び経営環境を勘案い
たしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。 
(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金５円 総額203,961,440円 
(2) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成28年６月29日 
 

第２号議案 株式併合の件 
１．株式併合の理由 

 全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、国内上場
会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一することを目指してお
ります。当社は、この取組みの趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位を現在の
1,000株から100株に変更することといたしました。また、単元株式数の変更後に
おいて証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準（５万円以上50万円未
満）にするとともに、中長期的な株価変動も勘案し、株式併合を行うものであり
ます。 

２．併合する株式の種類及び割合 
 当社普通株式について、５株を１株に併合いたしたいと存じます。なお、株式
併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、一括して処分し、その処分
代金を端数が生じた株主の皆さまに対して、その端株の割合に応じて分配いたし
ます。 

３．株式併合の効力発生日 
  平成28年10月１日 
４．株式併合の効力発生日における発行可能株式総数 
  30,000,000株 
５．その他 
  本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承認可決される

ことを条件とします。 
  なお、その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願います。 
（注）株式併合により、発行済株式が５分の１に減少することになりますが、純資

産等は変動しませんので、１株当たりの純資産額は５倍となり、株式市況の変
動などの他の要因を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。 
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第３号議案 定款一部変更の件 
１．変更の理由 

    (1) 第２号議案「株式併合の件」が承認可決されることを条件として、株式併合
の割合に応じて発行可能株式総数を減少させ、併せて単元株式数を1,000株か
ら100株に変更するため、当社定款につきまして所要の変更を行うものであり
ます。 

    (2) 上記(1)の変更の効力は、第２号議案における株式併合の効力発生日である
平成28年10月１日をもって発生する旨の附則を設けるものであります。なお、
本附則は、株式併合の効力発生日経過後、削除するものといたします。   

    (3) 当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実という観点から、監査等委
員会設置会社に移行いたしたいと存じます。つきましては、当該移行のため、
当社定款につきまして所要の変更を行うものであります。 

    (4) 周知性の向上及び手続き上の合理化を図るため、当社の公告方法を電子公告
に変更し、併せてやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが
できない場合の公告方法を定めるものであります。 

 
２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 
(下線部は変更部分を示します。)  

 

現  行  定  款 変   更   案 

  第１章 総  則 
第１条～第３条（条文省略） 
第４条（公告方法） 

当会社の公告は、日本経済新聞に掲載す
る方法により行う。 

 
 
 
   
  第２章 株  式 
第５条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、
127,662,000株とする。 

第６条（条文省略） 
第７条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は、1,000株とする。
第８条～第10条（条文省略） 
 
  第３章 株主総会 
第11条～第15条（条文省略） 
 
  第４章 取締役および取締役会 
第16条（条文省略） 

  第１章 総  則 
第１条～第３条（現行どおり） 
第４条（公告方法） 

当会社の公告方法は、電子公告とする。
ただし、やむを得ない事由によって電子公
告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載する方法により
行う。 

 
  第２章 株  式 
第５条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、
30,000,000株とする。 

第６条（現行どおり） 
第７条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は、100株とする。
第８条～第10条（現行どおり） 
 
  第３章 株主総会 
第11条～第15条（現行どおり） 

 
  第４章 取締役および取締役会 
第16条（現行どおり） 
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現  行  定  款 変   更   案 

第17条（取締役の員数）   

当会社の取締役は、15名以内とする。 

 

（新 設） 

 

第18条（取締役の選任） 

当会社の取締役は、株主総会の決議に

よって選任する。 

 

 2 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う。 

 3 取締役の選任決議は、累積投票によら

ないものとする。 

第19条（取締役の任期） 

当会社の取締役の任期は、選任後２ 年

以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。 

 

（新 設） 

 

 

 

第20条（増員および補欠選任） 

取締役中に欠員が生じても、なお法定

の員数を欠かないときはその補欠選挙を

延期し、または取り止めることができ

る。 

 

 2 増員のため選任された取締役の任期

は、他の在任取締役の任期の満了する時

までとする。 

第17条（取締役の員数）   

当会社の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）は、15名以内とする。 

 2 当会社の監査等委員である取締役は、

４名以内とする。 

第18条（取締役の選任） 

当会社の取締役は、監査等委員である

取締役とそれ以外の取締役とを区別して

株主総会の決議によって選任する。 

 2 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う。 

 3 取締役の選任決議は、累積投票によら

ないものとする。 

第19条（取締役の任期） 

当会社の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）の任期は、選任後１年以

内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までと

する。 

 2 監査等委員である取締役の任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。 

第20条（補欠選任） 

当会社は、会社法第329条第３項により

法令に定める監査等委員である取締役の

員数を欠くことになる場合に備え、株主

総会において補欠の監査等委員である取

締役を選任することができる。 

 2 前項の補欠の監査等委員である取締役

の選任に係る決議が効力を有する期間

は、当該決議によって短縮されない限

り、当該決議後２年以内に終了する最終

の事業年度に関する定時株主総会の終結

の時までとする。 
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現  行  定  款 変   更   案 

 3 補欠として選任された取締役の任期

は、退任した取締役の任期の満了する時

までとする。 

 

 

第21条（代表取締役および役付取締役） 

取締役会は、その決議によって、代表

取締役を選定する。 

 

 2 取締役会は、その決議によって、取締

役会長、取締役社長各１名、取締役副社

長、専務取締役、常務取締役各若干名を

選定することができる。 

 

第22条（条文省略） 

第23条（取締役会の招集） 

取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役社長がこれを招集す

る。取締役社長に事故があるときは、あ

らかじめ取締役会において定めた順序に

より、他の取締役が取締役会を招集する。

取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役および各監査役に対して

発する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。 

第24条（取締役会の決議の方法） 

取締役会の決議は、議決に加わることが

できる取締役の過半数が出席し、出席した

取締役の過半数をもって行う。 

第25条（取締役会の決議の省略） 

当会社は、取締役の全員が取締役会の

決議事項について書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、当

該決議事項を可決する旨の取締役会の決

議があったものとみなす。ただし、監査

役が異議を述べたときはこの限りでない。

  3 任期の満了前に退任した監査等委員で

ある取締役の補欠として選任された監査

等委員である取締役の任期は、退任した

監査等委員である取締役の任期の満了す

る時までとする。 

第21条（代表取締役および役付取締役） 

取締役会は、その決議によって、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）

の中から代表取締役を選定する。 

 2 取締役会は、その決議によって、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）

の中から取締役会長、取締役社長各１

名、取締役副社長、専務取締役、常務取

締役各若干名を選定することができる。

第22条（現行どおり） 

第23条（取締役会の招集） 

取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役社長がこれを招集す

る。取締役社長に事故があるときは、あ

らかじめ取締役会において定めた順序に

より、他の取締役が取締役会を招集する。

取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間

を短縮することができる。 

第24条（取締役会の決議の方法） 

取締役会の決議は、議決に加わることが

できる取締役の過半数が出席し、その過半

数をもって行う。 

第25条（取締役会の決議の省略）  

当会社は、取締役の全員が取締役会の

決議事項について書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、当

該決議事項を可決する旨の取締役会の決

議があったものとみなす。 
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現  行  定  款 変   更   案 

（新 設） 
 
 
 
 
 
第26条～第27条（条文省略） 
 
   第５章 監査役 
第28条（監査役および監査役会の設置） 

当会社は、監査役および監査役会を置く。
第29条（監査役の員数） 

当会社の監査役は、４名以内とする。 
第30条（監査役の選任）  

当会社の監査役は、株主総会の決議に
よって選任する。 

  2 監査役の選任決議は、議決権を行使す
ることができる株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席し、その議決権
の過半数をもって行う。 

第31条（監査役の任期） 
当会社の監査役の任期は、選任後４年

以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時株主総会の終結の時まで
とする。 

 2 任期の満了前に退任した監査役の補欠
として選任された監査役の任期は、退任
した監査役の任期の満了する時までとする。

第32条（常勤の監査役） 
監査役会は、監査役の中から常勤の監

査役を選定する。 
第33条（監査役会の招集） 

監査役会の招集通知は、会日の３日前
までに各監査役に対して発する。ただ
し、緊急の必要があるときは、この期間
を短縮することができる。 

（新 設） 
 
 
第34条（監査役会の決議の方法） 

監査役会の決議は、法令に別段の定め
がある場合を除き、監査役の過半数をも
って行う。 

第26条（重要な業務執行の委任） 
当会社は、会社法第399条の13第６項の

規定により、取締役会の決議によって重
要な業務執行（同条第５項各号に掲げる
事項を除く。）の決定の全部または一部
を取締役に委任することができる。 

第27条～第28条（現行どおり） 
 

第５章 監査等委員会 
第29条（監査等委員会の設置） 

当会社は、監査等委員会を置く。 
（削 除） 

 
（削 除） 

 
 
 
 
 
 

（削 除） 
 
 
 
 
 

 
 

（削 除） 
 
 

第30条（監査等委員会の招集） 
監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発す
る。ただし、緊急の必要があるときは、
この期間を短縮することができる。 

 2 監査等委員全員の同意があるときは、
招集の手続きを経ないで監査等委員会を
開催することができる。 

第31条（監査等委員会の決議の方法） 
監査等委員会の決議は、議決に加わる

ことができる監査等委員の過半数が出席
し、その過半数をもって行う。 
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現  行  定  款 変   更   案 

第35条（監査役会規則） 
当会社の監査役会に関する事項は、法

令または本定款に定めるもののほか、監
査役会において定める監査役会規則による。

 
第36条（監査役の責任免除） 

当会社は、取締役会の決議によって、
監査役（監査役であった者を含む｡）の会
社法第423条第１項の賠償責任について法
令に定める要件に該当する場合には賠償
責任額から法令に定める最低責任限度額
を控除して得た額を限度として免除する
ことができる｡ 

  2 当会社は、監査役との間で、会社法第
423条第１項の賠償責任について法令に
定める要件に該当する場合には賠償責任
を限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく損害賠償
額は、法令の定める最低責任限度額とする｡

  
  第６章 会計監査人 
第37条～第39条（条文省略） 

 
  第７章 計算 
第40条～第43条（条文省略） 

 
（新 設） 

第32条（監査等委員会規則） 
当会社の監査等委員会に関する事項

は、法令または本定款に定めるもののほ
か、監査等委員会において定める監査等
委員会規則による。  

（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
  第６章 会計監査人 
第33条～第35条（現行どおり） 

 
  第７章 計算 
第36条～第39条（現行どおり） 

 
附 則 

第５条および第７条の変更は、平成28
年10月１日をもって効力を生じるものと
し、本附則は効力発生後これを削除する。
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第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件 

当社は第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、取締役全員(９名）は、本総会終

結の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）９名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

１ 

もり ひろ あき

森  宏 明 
昭和35年８月27日生 

昭和64年１月 当社入社 
平成２年４月 モリ金属株式会社 
       代表取締役社長 
平成２年６月 当社取締役 
平成６年６月 当社常務取締役 
平成８年６月 当社専務取締役 
平成８年７月 当社代表取締役専務 
平成12年６月 当社代表取締役社長（現任) 

423,918株 

２ 

はま さき さだ のぶ 
濵 﨑 貞 信 
昭和27年１月12日生 

昭和50年４月 当社入社 
平成３年４月 当社生産管理部長 
平成７年７月 当社資材部長 
平成８年６月 当社取締役 
平成18年６月 当社常務取締役 
平成23年４月 当社専務取締役（現任） 
〈担当〉 
社長補佐・管理部門担当 

39,000株 

３ 

まつ もと ひで ひこ 
松 本 秀 彦 
昭和28年８月26日生 

平成９年４月 当社入社 
平成11年４月 当社第二製造部長 
平成14年２月 当社水海道工場長 
平成15年６月 当社取締役 
平成23年２月 関東モリ工業株式会社 
       代表取締役社長 
平成23年４月 当社常務取締役（現任） 
〈担当〉 
技術・製造部門担当 

18,000株 

４ 

あさ の ひろ あき 
浅 野 弘 明 
昭和30年３月６日生 

昭和55年２月 当社入社 
平成８年４月 当社東京支店ステンレス部 
       長 
平成16年６月 株式会社ニットク 
       代表取締役社長（現任） 
平成16年７月 当社東京支店長 
平成22年６月 当社取締役 
平成26年６月 当社常務取締役（現任） 
〈担当〉 
営業部門担当 
〈重要な兼職の状況〉 
株式会社ニットク 代表取締役社長 

18,000株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

５ 

もり  しん じ 
森  信 司 
昭和39年１月27日生 

昭和63年４月 当社入社 
平成７年10月 当社第二製造部長 
平成９年４月 モリ金属株式会社 
       代表取締役社長 
平成12年３月 当社退社 
平成13年６月 当社取締役（現任) 
平成17年７月 モリ販売株式会社 
       代表取締役社長 
平成19年４月 株式会社シルベスト 
       代表取締役社長（現任） 
平成26年４月 関東モリ工業株式会社 
       代表取締役社長（現任） 
〈重要な兼職の状況〉 
関東モリ工業株式会社 代表取締役社長 
株式会社シルベスト 代表取締役社長 

190,000株 

６ 

なか にし まさ と 

中 西 正 人 

昭和32年５月３日生 

昭和56年４月 当社入社 
平成12年８月 当社財務部長 
平成19年３月 当社人事部長（現任） 
平成23年７月 当社総務部長（現任） 
平成24年６月 当社取締役（現任） 
〈担当〉 
総務部長・人事部長 

11,000株 

７ 

ます だ かつ ひこ 

桝 田 克 彦 

昭和34年12月４日生 

平成３年11月 当社入社 
平成23年４月 当社ステンレス営業部長 
平成26年６月 当社取締役（現任） 
〈担当〉 
中部・近畿地区営業・海外担当 

9,000株 

 
８ 
 

※    
たけ や よし ひさ 

竹 谷 佳 久 
昭和33年８月24日生 

 

昭和56年４月 当社入社 
平成11年12月 当社鋼管営業部長（現任） 
平成26年７月 当社資材部長（現任） 
〈担当〉 
資材部長・鋼管営業部長 

3,000株 

 
９ 

 ※ 
もと  やま こう いち 

元 山 耕 一 
昭和35年10月30日生 

昭和59年４月 当社入社 
平成21年５月 当社茨城工場長 
平成24年４月 当社第二製造部長 
平成26年４月 当社第一製造部長（現任） 
〈担当〉 
第一製造部長 

4,000株 

                                （※は新任取締役候補者であります。） 

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。   
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第５号議案 監査等委員である取締役３名選任の件 

当社は第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査役全員（４名）は、本総会終

結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任を

お願いいたしたいと存じます。 

なお、本案件に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。 

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 

番 号 

氏     名 

生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 

の 株 式 の 数 

１ 

※    

小
こ

 池
いけ

 裕
ひろ

 樹
き

 

昭和46年３月６日生 

平成12年４月 弁護士登録 

平成16年１月 さくら法律事務所 代表弁護

士（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

平成23年６月 シード平和株式会社 社外監

査役（現任） 

平成27年６月 ミートフーズサービス株式会

社 監査役（現任） 

〈重要な兼職の状況〉 

さくら法律事務所 代表弁護士 

シード平和株式会社 社外監査役 

ミートフーズサービス株式会社 監査役 

2,000株 

２ 

※    

林
はやし

 修
しゅう

一
いち

 

昭和45年11月25日生 

平成18年５月 公認会計士登録 

平成18年10月 公認会計士・税理士林恭造事

務所入所 

平成19年４月 税理士登録 

平成20年３月 株式会社トータル・プラン 

ニング・サービス 代表取締

役社長（現任） 

平成20年６月 当社監査役（現任） 

平成21年６月  株式会社大阪第一食糧 社外

取締役（現任） 

平成23年６月 大阪地下街株式会社 社外監

査役（現任） 

平成24年１月  林公認会計士事務所 代表 

             （現任） 

平成25年３月 ハンズコンサルティング株式

会社 代表取締役社長（現任) 

平成27年11月 株式会社みどりトータル・ヘ

ルス研究所 監査役（現任) 

―株 
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候補者 

番 号 

氏     名 

生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 

の 株 式 の 数 

  

〈重要な兼職の状況〉 

林公認会計士事務所 代表 

株式会社トータル・プランニング・サービス 

代表取締役社長 

株式会社大阪第一食糧 社外取締役 

大阪地下街株式会社 社外監査役 

ハンズコンサルティング株式会社 代表取締

役社長 

株式会社みどりトータル・ヘルス研究所 監

査役 

 

３ 

※ 

岩
いわ

 崎
さき

 泰
たい

 史
し

 

昭和43年11月10日生 

平成４年10月 センチュリー監査法人入社

（現 新日本有限責任監査法

人） 

平成９年４月 公認会計士登録 

平成９年６月 センチュリー監査法人退職 

平成９年７月 岩崎泰史公認会計士事務所 

代表（現任） 

平成９年８月 税理士登録 

平成27年６月 当社監査役（現任） 

〈重要な兼職の状況〉 

岩崎泰史公認会計士事務所 代表 

 

―株 

                                （※は新任取締役候補者であります。） 

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

   2. 各候補者は社外取締役候補者であります。 

   3. 小池裕樹氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての専門的な見識を当社の監査・監督に反映してい

ただくためであります。また、同氏は社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありま

せんが、上記の理由から社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。なお、同氏の当

社社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって11年となります。 

   4. 林修一氏を社外取締役候補者とした理由は、株式会社トータル・プランニング・サービス他の代表取締役社長

を務められていることに加え、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等を当社の監査・監督に反映

していただくためであります。なお、同氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって８年

となります。 

   5. 岩崎泰史氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等を当社の

監査・監督に反映していただくためであります。また、同氏は直接会社の経営に関与された経験はありませんが、

上記の理由から社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。なお、同氏の当社社外監

査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。 

   6. 当社は、上記各氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、各氏が選任された場合には、各氏は引き

続き独立役員となる予定であります。なお、小池裕樹氏が所属するさくら法律事務所との間で法律顧問契約を締

結しております。 

   7. 当社は、上記各氏が選任された場合、第３号議案定款一部変更の件が承認可決されることを条件に、各氏との

間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償

責任限度額は法令の定める最低責任限度額であります。 
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     第６号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件 
当社は第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役が法令の
定める員数を欠く場合に備え、あらかじめ補欠の監査等委員である取締役１名の
選任をお願いいたしたいと存じます。 
なお、本議案における選任の効力につきましては、就任前に限り、監査等委員

会の同意を得て、取締役会の決議により、その選任を取り消すことができるもの
とさせていただきます。 
また、本案件に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。 
本議案は、第３号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として効力を生じるものとします。 
補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。 

氏     名 
生 年 月 日 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

 

森
もり

 島
しま

 憲
けん

 治
じ

 

昭和17年５月30日生 

昭和44年７月 税理士登録 
平成15年１月 税理士法人ゆびすい社員 
平成15年６月 当社監査役 
平成17年12月 もりしま税理士事務所所長（現任） 
平成18年１月 有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締

役社長（現任） 
平成18年９月 大幸薬品株式会社 社外監査役 
平成27年６月 当社取締役（現任） 
〈重要な兼職の状況〉 
もりしま税理士事務所 所長 
有限会社ＰＦＰよろず相談処 取締役社長 

―株 

 (注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
     2. 森島憲治氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。 
    3.  森島憲治氏を補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、有限会社ＰＦＰよろず相談処

の取締役社長としての経験に加えて、当社の社外監査役・社外取締役を務め当社の事業内容等に精通さ
れていますことから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したためであります。
なお、本総会終結の時をもって同氏の当社社外監査役としての在任期間は12年、当社社外取締役として
の在任期間は１年となります。 

    4. 当社は、森島憲治氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏を東京証券取引所に独立役員と
して届け出る予定であります。 

    5. 当社は、森島憲治氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第423条第１項の
賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令の
定める最低責任限度額であります。 

 
     第７号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件 

当社の取締役の報酬額は、平成２年６月28日開催の第48期定時株主総会におい
て取締役の報酬額を月額1,800万円以内としてご承認いただいておりますが、第
３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会設
置会社へ移行いたします。つきましては会社法第361条第１項及び第２項の定め
に従い、現在の取締役の報酬額に関する定めを廃止し、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額３億円
以内に改定をお願いするものであります。 
なお、第４号議案が承認された場合、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）は９名となります。 
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第８号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件 

当社は第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては会社法第361条第１項及び第２項の

定めに従い、監査等委員である取締役の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮

して、年額４千万円以内に定めることをお願いするものであります。 

なお、第５号議案が承認された場合、監査等委員である取締役は３名となりま

す。 

 

  第９号議案 役員賞与の支給の件 

当事業年度末時点の取締役９名に対し、当事業年度の業績などを勘案して、役

員賞与総額37百万円を支給することといたしたいと存じます。 

なお、各取締役に対する金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

また、第７号議案が承認された場合、第75期以降は、役員賞与を廃止し業績連

動型報酬として役員報酬に組み入れる予定です。      
  

    第10号議案 退任取締役森明信氏に対し特別功労金並びに退任取締役及び退任監査役

に対し退職慰労金贈呈の件 

(1) 退任取締役森明信氏に対し特別功労金贈呈の件 

 本総会終結の時をもって任期満了により退任される取締役森明信氏に対し、長

きにわたり代表取締役として当社の発展に貢献された労に報いるため特別功労金

として６億円（当社における一定の基準に従って算出される退職慰労金を含んで

おります。）を贈呈いたしたいと存じます。なお、その時期、方法等の決定は取

締役会にご一任願いたいと存じます。 

(2) 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

  本総会終結の時をもって任期満了により退任される取締役森島憲治氏に対し在

任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職

慰労金を贈呈いたしたいと存じます。その退職慰労金の具体的金額、時期、方法

等の決定は取締役会にご一任願いたいと存じます。 

(3) 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

 当社は、第３号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委

員会設置会社に移行いたします。つきましては、本総会終結の時をもって任期満

了により退任される監査役辻清氏、小池裕樹氏、林修一氏、岩崎泰史氏の４名に

対してそれぞれの在任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相

当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。 

 なお、監査役辻清氏には監査役退任時に支給し、小池裕樹氏、林修一氏、岩崎

泰史氏の３名に対しては、本総会終了時に引き続き、監査等委員である取締役に

就任予定でありますので、監査役在任期間に対する退職慰労金は、監査等委員で

ある取締役退任のときに監査等委員である取締役在任期間に対する慰労金とあわ

せて支給したいと存じます。その具体的金額、時期、方法等の決定は監査等委員

である取締役の協議にご一任願いたいと存じます。 
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  退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。 

氏   名 略      歴 

もり あき のぶ

森   明 信 

昭和36年１月 当社取締役 

昭和38年１月 当社専務取締役 

昭和40年１月 当社代表取締役社長 

平成12年６月 当社代表取締役会長 

平成16年６月 当社取締役会長 

平成18年６月 当社取締役相談役 現在に至る 

もり しま けん じ 

森 島 憲 治 平成27年６月 当社取締役 現在に至る 

つじ   きよし 

辻     清 平成23年６月 当社監査役 現在に至る 

こ いけ ひろ き 

小 池 裕 樹 平成17年６月 当社監査役 現在に至る 

はやし  しゅう いち 

林   修 一 平成20年６月 当社監査役 現在に至る 

いわ さき たい し 

岩 崎 泰 史 平成27年６月 当社監査役 現在に至る 

 
以 上 
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メ    モ 
 

 

 



 

 

株主総会会場ご案内略図 
 

 

 

1. 南海高野線難波駅から千代田駅の乗車時間は、急行・区間急行で約35分です。 

 なお、急行をご利用の場合は、北野田駅又は金剛駅にて各停にお乗り換えくだ 

 さい。 

2. 千代田駅から株主総会会場までは徒歩約３分です。 


